
 
 

 
  
 

 

 

プラスチック一括回収方策に関する 

サウンディング型市場調査の結果を公表します 
 

本市では、プラスチック資源循環に向けた取組として、プラスチック製容器包装とプラス

チック製品の一括回収及びリサイクルの実施について検討を進めております。 

つきましては、リサイクルの担い手となる民間事業者の活用の可能性を調査するため、民間事

業者の皆様との「対話」を実施しましたので、その結果を公表します。 

 

 

１ 経緯 

令和４年７月１日（金） 実施要領の公表 

令和４年８月４日（木）から８月９日（火）まで 個別対話の実施 

 

２ 事業概要  

プラスチックのリサイクルについては、これまでの「容器包装リサイクル法」のリサイクルル

ートを最大限活用しながら、併せて、「プラスチック資源循環法」に基づき市が独自に再商品化

事業者を選定し、国の認定を受けて資源化を行う手法（以下、大臣認定ルート）も活用すること

を検討しております。 

そのため、具体的なリサイクル手法の検討に向けて、大臣認定ルートを活用したプラスチック

の再商品化が可能な事業者に調査を実施するものです。 

 

３ 結果概要 
（１）実施日程  令和４年８月４日（木）～８月９日（火） 

 

（２）事業者数  全５社 

 

（３）調査結果 

 大臣認定ルートを活用した再商品化手法に係る各項目の対話の内容は次のとおりでした。 

調査項目 〇事業所で受入可能なプラスチックの基準 

調査結果 

・国の「プラスチック使用製品廃棄物の分別収集の手引き」の分別収集物の 

 基準を満たすプラスチック使用製品廃棄物は全て受入可能である。 

・ネジ等の金属を一部含むプラスチック製品であっても受入可能である。 

・リチウムイオン電池等の発火の危険がある物が万一混入していた場合も取 

り除ける設備を有している又は設置を計画している。 

・プラスチック製品のみで、かつ非塩化ビニル系で汚れていないこと及びリ 

チウムイオン電池等の異物が含まれていないこと。 

・軟質プラスチックのみで汚れたものが含まれていないこと。 
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調査項目 〇受入条件（荷姿、搬入条件等） 

調査結果 

・パッカー車での直接搬入が可能である。 

・ベール化されており、プラスチック製品がプラスチック製容器包装と混合 

 されている状態であること。 

・圧縮されていないこと。フレコンバッグでの搬入は可能である。 

調査項目 〇受入可能量、受入可能時期 

調査結果 

(1) 受入可能量 

・施設の処理能力は年間４万ｔから６万ｔあり、川崎市内全域のプラスチッ 

クごみの受入が可能であり、また将来の収集量増加にも対応出来るよう検 

討していく。 

・川崎市からの受入量の増加が見込めれば、施設能力の増強を検討する。 

 ・既に受入を行っている他の自治体の受入状況によっては月十数ｔの受入が 

可能である。 

・工場を新設する場合は、受入が可能となるが、詳細は未定である。 

(2) 受入可能時期 

・大臣認定の申請手続きに要する期間を考慮すると、最速でも令和６年度以 

降となる。 

・設備の設置を行い、令和７年４月から受入可能である。 

調査項目 〇再商品化工程及び再商品化手法 

調査結果 

 ・同一施設で高度選別・再商品化工程を一貫して行い、市内プラスチックリ

サイクラーとの連携により資源化率を向上させる。 

 ・マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルにより再商品化を行う。 

 ・破砕して事業者等に売却する。 

調査項目 〇再商品化に要する費用 

調査結果 

 ・中間処理費用は、１ｔあたり３万円から５万円程度と想定。 

 ・再商品化費用は、容器包装リサイクル協会のプラスチック製容器包装の落 

札単価と同程度を想定。 

 ・容器包装リサイクル協会の落札結果と同様に、マテリアルリサイクルはケ 

  ミカルリサイクルよりも費用が高くなることが見込まれる。 

調査項目 〇処理先の施設が故障した場合の受入対応 

調査結果 

 ・複数の企業と連携した認定計画とすることで、相互のバックアップが可 

能である。 

・外部保管場所の確保を進めている。 

・グループ企業に協力を仰いで臨時の保管場所を確保する。 

調査項目 〇再商品化工程全体の温室効果ガス排出量の低減に向けた取組 

調査結果 

 ・ＣＯ２排出量が少ない設備の導入を検討する。 

 ・燃料の非化石化や使用量の節約等を検討している。 

 ・市域内での資源循環を目指すことで、輸送に伴うＣＯ２を削減する。 

 



 
 

（４）結果の概要 

  サウンディング型市場調査の結果から、大臣認定ルートを活用した民間事業者と連携 

したプラスチックのリサイクルが可能であることが確認できました。 

また、プラスチックの地域内循環の取組についても提案がありました。 

 

４ 今後の予定 
今後、いただいた提案等を参考に事業手法や事業者募集等の検討を進めてまいります。 

 

 

 

問合せ先 

川崎市環境局生活環境部廃棄物政策担当 北川 

電話 ０４４－２００－２５５７ 


